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千円

実績実績

実績 実績

総事業費

事務事業評価シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅵ 一般事務 １次評価のみ対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業名 922 中学校一般管理運営充実事業
会計 01 一般会計

款 10 教育費

基本施策 31 個性を伸ばし、夢を追い求められる教育を進める
項 03 中学校費

目 01 学校管理費

施　策 11 教育環境の整備
細目 101 学校管理経費

細々目 01 一般管理運営経費

基 本 計 画 該 当 頁 128
担当部課

コード 450300 評価者
氏　名

加納圭子 連絡先
22 - 9677

行革大綱の重点事項番号 4 名称 学校教育課 (内線) 3821

事業の計画・内容

事
業
目
的

対象等（何が、誰が） 成果（どうなるのか）

市内中学校生徒
安全に充実した学校生活を送ることができる。

（※対象件数 ２７５２人 ）

開始年度 平成 年度 関連事業

本
年
度
事
業
内
容

終了

１．中学校の管理運営にかかる事務費の配当
２．嘱託用務員及び臨時職員の雇用
３．交通機関利用生徒の通学費補助（崇広・丸山・大山田・霊峰・桃青・成和・阿山）

年度 平成 年度 根拠法令・要綱等

状
況
変
化
等

整備内容 事業実績

活動指標 単位
1 建設用地 実績値 目標値

2 建設面積（延床面積）

学校での事故件数 件

H17 H18

0

H19 H20

0
3 規模・構造 目標 ― 目標 0

通学費補助件数 件

実績 1 実績 2

330 330
目標 ― 目標 320

運営体制 実績 291 実績 325
運営主体 目標 ― 目標

　委託先 （ ） 実績 実績

2 配置（予定）人員 人 目標 ― 目標

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円 実績 実績

目標 ― 目標

評価指標

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

H17 H18 H19 H20
目標 目標

実績 実績

目標 目標

評価
評価項目

必要性

ポイント 評価項目についてのコメント

有効性

達成度 3 ７中学校在籍該当生徒に通学費の補助ができた。

効率性 3 消耗品費及び備品購入費を１０パーセント程度縮小したうえで教育活動や教育事務を円滑に進めることができた。

総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

縮小 学校配当総額において、１０パーセント程度の縮小と光熱水費の削減に努めている。

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７年度 決算内容 平成１８年度 決算内容 平成１９年度 計画内容 平成２０年度 計画内容
事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円)

用務嘱託員報酬 3 人 4,724 用務嘱託員報酬 3 人 4,618 用務嘱託員報酬 3 人 4,954 用務嘱託員報酬 3 人 4,954
消耗品費（学校配当） 12 校 23,160 消耗品費（学校配当） 12 校 21,363 消耗品費（学校配当） 12 校 20,649 消耗品費（学校配当） 12 校 21,000

工事
燃料費 12 校 6,336 燃料費 12 校 4,906 燃料費 12 校 7,426 燃料費 12 校 8,000
光熱水費 12 校 46,422 光熱水費 12 校 46,290 光熱水費 12 校 47,274 光熱水費 12 校 48,000
修繕費（学校配当） 12 校 3,674 修繕費（学校配当） 12 校 3,924 修繕費（学校配当） 12 校 2,623 修繕費（学校配当） 12 校 2,700
通信運搬費 12 校 3,697 通信運搬費 12 校 3,460 通信運搬費 12 校 4,138 通信運搬費 12 校 4,200
管理用備品購入費（学校配当） 12 校 3,939 管理用備品購入費（学校配当） 12 校 3,288 管理用備品購入費（学校配当） 12 校 2,962 管理用備品購入費（学校配当） 12 校 2,962
遠距離通学生徒通学費補助金 291 件 3,092 遠距離通学生徒通学費補助金 325 件 3,695 遠距離通学生徒通学費補助金 394 件 4,605 遠距離通学生徒通学費補助金 394 件 4,605

進捗率
(％)

その他経費 5,353 その他経費 4,930 その他経費 4,096 その他経費 4,118
事業費計(A) 　 Σ 100,397 事業費計(A) 　 Σ 96,474 事業費計(A) 　 Σ 98,727 事業費計(A) 　 Σ 100,539

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040 人件費（Ｂ） 0.7 人 5,040

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 105,437 101,514 103,767 105,579

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 100,397 96,474 98,727 100,539

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担 765 1,084 863 950
そ   の   他 179
一 般 財 源 99,632 95,211 97,864 99,589
計 100,397 96,474 98,727 100,539

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等 学校開放利用者負担金744千円、私用

電話料等21千円

学校開放利用者負担金1,034千円、私
用電話料等50千円、過誤払返納金179
千円

学校開放利用者負担金820千円、私用
電話料等43千円

学校開放利用者負担金900千円、私用
電話料等50千円

民間委託等指定管理直営
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